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２００６ 年 度 決 算 総 括

繰延税金資産純額
（TierⅠに対する比率）
繰延税金資産純額
（TierⅠに対する比率）

　　その他有価証券　
　評価差額（単体）
　　その他有価証券　
　評価差額（単体）

’０６年３月末’０６年３月末 ’０７年３月末’０７年３月末

54億円
（1.6％）
54億円
（1.6％）

188億円
（5.3％）
188億円
（5.3％）

14.42％14.42％

1,890億円1,890億円1,794億円1,794億円

15.69％15.69％自己資本比率（速報値）自己資本比率（速報値）

実質業務純益実質業務純益

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

業績予想業績予想 実績実績

’０６年度’０６年度

820億円820億円 861億円861億円

750億円750億円 797億円797億円

550億円550億円 688億円688億円

損益状況（単体）

財務状況

実質業務純益・経常利益・

　　　当期純利益はともに業績予想を　

　　　　　　　　　　　　大幅に上回る実績

繰延税金資産およびＴｉｅｒⅠに対する

　比率は5.3％で、健全性を確保

その他有価証券評価差額　　　　　　　

　　<株式＋債券＋その他>（単体）は　　　　　

　　　　　　　　　　　　約1,900億円の水準

自己資本比率は15.69％と　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　高水準を維持

（注２）「繰延税金資産純額」は単体で記載しております。（注２）「繰延税金資産純額」は単体で記載しております。

（注３）「 自己資本比率」は連結、「TierⅠ」は単体 （07年3月末は、　　
　　　　どちらもバーゼルⅡベース）で記載しております。

（注３）「 自己資本比率」は連結、「TierⅠ」は単体 （07年3月末は、　　
　　　　どちらもバーゼルⅡベース）で記載しております。

（注１）「業績予想」は2006年11月20日に公表した計数です。（注１）「業績予想」は2006年11月20日に公表した計数です。
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２００６ 年 度 決 算 概 要 Ⅰ

（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。

８７７８７７

２９２２９２

５８４５８４

７７９７７９

２８７２８７

４９２４９２

９７９７

５５

９２９２

経 費 （△）　　　　　　　　　　　　　　Ｃ経 費 （△）　　　　　　　　　　　　　　Ｃ

人 件 費人 件 費

物 件 費 （税金含む）物 件 費 （税金含む）

実質業務純益実質業務純益

粗利財管部門比率粗利財管部門比率 Ｂ/ＡＢ/Ａ

８６１８６１

６１．９%６１．９%

８８３８８３

５８．４%５８．４%

△２２△２２

３．４%３．４%

’０６年度’０６年度 ’０５年度’０５年度 前年度比前年度比

業務粗利益（信託勘定償却前）業務粗利益（信託勘定償却前） １，７３８１，７３８ １，６６３１，６６３ ７５７５

資金部門粗利益資金部門粗利益 ６６３６６３ ６９１６９１ △２８△２８

（単位：億円）（単位：億円）

ＡＡ

４０５４０５ ３４６３４６ ５９５９

３７９３７９ ３６０３６０ １８１８うち、年金・資産管理うち、年金・資産管理

１６１１６１ １６３１６３ △２△２うち、証券代行うち、証券代行

△ ９９△ ９９ △ １２３△ １２３ ２３２３うち、再信託手数料 等うち、再信託手数料 等

財管部門粗利益財管部門粗利益 １，０７５１，０７５ ９７１９７１ １０３１０３ＢＢ

１５０１５０ １３７１３７ １２１２うち、資産金融うち、資産金融

うち、不 動 産うち、不 動 産

粗利経費率粗利経費率 ５０．５%５０．５% ４６．９%４６．９% ３．６%３．６%Ｃ/ＡＣ/Ａ

増加率増加率

４％４％

１０％１０％

△２％△２％

財管部門粗利益 1,075億円

（前年度比 ＋103億円）

・1,000億円の大台を突破し、中期経営計画を1年

　　前倒しで達成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 ・不動産･資産金融等で過去最高収益更新　　　　

　 ・粗利財管部門比率　　61.9％　　　　　　　　　　　　

資金部門粗利益 663億円

（前年度比 △28億円）

・預貸収益は減少もマーケット関連収益が堅調。

　　但し、前年度は特殊要因があったため減益

経費 　 877億円

（前年度比 ＋97億円）

・人件費－人員の増加等

（前年度比 ＋5億円）

・物件費－一時的なシステムコストの増加等

　（前年度比 ＋92億円） 　

実質業務純益 861億円

（前年度比 △22億円）

財管部門粗利益 1,075億円

（前年度比 ＋103億円）

・1,000億円の大台を突破し、中期経営計画を1年

　　前倒しで達成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 ・不動産･資産金融等で過去最高収益更新　　　　

　 ・粗利財管部門比率　　61.9％　　　　　　　　　　　　

資金部門粗利益 663億円

（前年度比 △28億円）

・預貸収益は減少もマーケット関連収益が堅調。

　　但し、前年度は特殊要因があったため減益

経費 　 877億円

（前年度比 ＋97億円）

・人件費－人員の増加等

（前年度比 ＋5億円）

・物件費－一時的なシステムコストの増加等

　（前年度比 ＋92億円） 　

実質業務純益 861億円

（前年度比 △22億円）
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２００６ 年 度 決 算 概 要 Ⅱ

’０６年度’０６年度 ’０５年度’０５年度 前年度比前年度比 増加率増加率

実質業務純益実質業務純益

与信関係費用 ① （△）与信関係費用 ① （△）

株式等損益株式等損益

その他臨時損益その他臨時損益

経常利益経常利益

うち、減損損失うち、減損損失

特別損益特別損益

うち、与信関係費用 ②うち、与信関係費用 ②

８６１８６１ ８８３８８３

２０５２０５

１８７１８７

△ ４５△ ４５

７９７７９７

７７

△ ０△ ０

３３

１６９１６９

７９７９

△ ９７△ ９７

６９６６９６

△７１△７１

△ ２１△ ２１

９０９０

△２２△２２

３５３５

１０８１０８

５１５１

１０１１０１

７９７９

２１２１

△８７△８７

うち、償却債権取立益うち、償却債権取立益 ９９ ４８４８ △３８△３８

△２％△２％

１４％１４％

（単位：億円）（単位：億円）

（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。

うち、固定資産処分損益うち、固定資産処分損益 △５△５ ４４ △９△９

与信関係費用 201億円

（前年度比 ＋123億円）

・大口先の債務者区分見直しに伴う費用　　

　　増加

経常利益 797億円

（前年度比 ＋101億円）

・政策投資株式売却益等が増加したため　　

　 増益

特別損益 　7億円

（前年度比 ＋79億円）

・再生専門子会社分の貸倒引当金戻入益　

　　および償却債権取立益の減少したが、前　

　　年度のソフトウエア関連損失がなくなった　

　　ため、トータルでは増加　

当期純利益 688億円　　　　　　　

　　　　　　　　　　　 （前年度比 ＋275億円）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

与信関係費用 201億円

（前年度比 ＋123億円）

・大口先の債務者区分見直しに伴う費用　　

　　増加

経常利益 797億円

（前年度比 ＋101億円）

・政策投資株式売却益等が増加したため　　

　 増益

特別損益 　7億円

（前年度比 ＋79億円）

・再生専門子会社分の貸倒引当金戻入益　

　　および償却債権取立益の減少したが、前　

　　年度のソフトウエア関連損失がなくなった　

　　ため、トータルでは増加　

当期純利益 688億円　　　　　　　

　　　　　　　　　　　 （前年度比 ＋275億円）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

法人税等調整額 （△）法人税等調整額 （△）

当期純利益当期純利益

１１７１１７

６８８６８８

２１２２１２

４１２４１２

△９４△９４

２７５２７５ ６６％６６％

与信関係費用 （△） ①－②与信関係費用 （△） ①－② ２０１２０１ ７８７８ １２３１２３

うち、ソフトウエア関連損失うち、ソフトウエア関連損失 －－ △１８８△１８８ １８８１８８



6

　収益実績　　仲介業務が好調を持続し、業務粗利益は前年度比　　　　
　　　　　　　 　　　＋５９億円の４０５億円を計上し、過去最高益を更新

不動産売買取扱高 ９，７９０億円　(増加率１８％)

　不動産流動化受託残高　　　　　　　４兆７，８００億円　（増加率１３％）
　　　　　　　　　

財 管 部 門 の 実 績 ～不 動 産～

不動産売買取扱高不動産売買取扱高 不動産流動化受託残高不動産流動化受託残高

’０６ 年 度 実 績’０６ 年 度 実 績

60.5
67.1

82.4

97.9

0

25

50

75

100

'03年度 '04年度 '05年度 '06年度

（百億円）

売買取扱高

311
260

421
478

0

100

200

300

400

500

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

<業務粗利益>
（単位：億円）

'０６年度 '０５年度 前年度比

405 346 59 
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財 管 部 門 の 実 績 ～資 産 金 融～

金銭債権信託受託残高金銭債権信託受託残高 資産金融商品残高資産金融商品残高

’０６ 年 度 実 績’０６ 年 度 実 績

　収益実績　　従来の受託業務およびファンド業務に加え、新規業務
も収益に貢献し、業務粗利益は前年度比＋１２億円の　　

　　　　　　　　　　 １５０億円と、過去最高益を計上　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　一括支払信託（Noteless）　　　　１兆５，３００億円　（増加率３４％）

貯蓄の達人（個人向け商品）　 　　　７，１００億円　（増加率１１％）

<業務粗利益>
（単位：億円）

'０６年度 '０５年度 前年度比

150 137 12 

(71)
(63)

(52)(40)

76

91
104 110

0

40

80

120

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

貯蓄の達人（個人向商品）

ｵｰﾙｳｪｲｽﾞ（個人・法人向商品）

ｽｰﾊﾟｰﾊｲｳェｲ（法人向商品）

662

468

716

538

153

114

93

65

0

200

400

600

800

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

0

40

80

120

160
（百億円）

金銭債権信託受託残高<左軸>

内、一括支払信託（Noteless）<右軸>
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財 管 部 門 の 実 績 ～年 金 ・ 資 産 管 理～

受託資産残高（資産管理）受託資産残高（資産管理） 確定拠出年金受託残高確定拠出年金受託残高

（注）資産管理サービス信託銀行直接契約分を含みます。

’０６ 年 度 実 績’０６ 年 度 実 績

　収益実績　　投資信託の新規受託が引き続き好調を持続し、また年金　
　　　　　　　　　　 資産も受託残高を伸ばし、業務粗利益は前年度比＋１８　
　　　　　　　　　　 億円の３７９億円を計上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

年金資産受託残高（年金信託＋年金特金＋指定単）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．７兆円　（増加率１０％）　

　投資信託受託残高　　　　　　　　　　　　　 　９．６兆円　（増加率１７％）　

　確定拠出年金資産管理受託残高（ＴＣＳＢ直接契約分を含む）
　　　　 　　　　　　　７，１４０億円　（増加率３５％）　

受託資産残高（年金資産）受託資産残高（年金資産）

<年金信託＋年金特金＋指定単><年金信託＋年金特金＋指定単>

<業務粗利益>
（単位：億円）

'０６年度 '０５年度 前年度比

379 360 18 

18.7

17.0

15.915.8

14

16

18

20

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（兆円）

0

7,140

5,271

712

2,796

710

538

162

324

0

2,000

4,000

6,000

8,000

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（億円）

0

200

400

600

800

（件）

資産管理受託残高<左軸>

資産管理受託件数<右軸>

9.4

12.1

16.6
18.2

(9.6)
(8.2)

(6.1)
(4.6)

0

5

10

15

20

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（兆円）

投資信託
有価証券信託

特金・特金外信託



9

財 管 部 門 の 実 績 ～証 券 代 行～

証券代行受託社数（除く外国株式）証券代行受託社数（除く外国株式） 管理株主数（除く外国株式）管理株主数（除く外国株式）

’０６ 年 度 実 績’０６ 年 度 実 績

　収益実績　　グループ連携により、受託社数・管理株主数が堅調に
　　　　　　　　　　 増加したが、株券ペーパーレス化を控え事務量が減少　　
　　　　　　　　　　 したため 業務粗利益はほぼ横這いの１６１億円を計上　　
　　　　　

証券代行受託社数　　　　　　　１，１６４社 （前年度末比＋４８社）

　管理株主数　　　　　　　　　　　 ６４４万人 （前年度末比＋３４万人）

539 610 644
488

0

200

400

600

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（万人）

1,043 1,116 1,164

942

0

300

600

900

1,200

1,500

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（社）

<業務粗利益>
（単位：億円）

'０６年度 '０５年度 前年度比

161 163 △ 2 
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プ ラ イ ベ ー ト バ ン キ ン グ 業 務 の 実 績

アパートローン残高アパートローン残高遺言信託受託件数遺言信託受託件数

個人不動産粗利益個人不動産粗利益 投資信託・年金保険残高（個人）投資信託・年金保険残高（個人）

（注）住宅販売子会社分を含みます。

120115109104

30

60

90

120

150

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百件）

31.4
33.7

36.0
36.7

20

25

30

35

40

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

70
52

85
122

0

30

60

90

120

150

'03年度 '04年度 '05年度 '06年度

（億円）

23

35

50
59

0

20

40

60

80

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

年金保険

投資信託

00
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資 金 部 門 の 実 績

不動産ノンリコースローン不動産ノンリコースローン貸出金＋貸出代替資産貸出金＋貸出代替資産

　収益実績　　　　 預貸収益は減少するも、マーケット関連収益が堅調。
　　　　　　　　　　　　　但し、前年度に貸付信託勘定の資産流動化による　　　　
　　　　　　　　　　　　　売却益を計上していたこと等により、業務粗利益は　　　　
　　　　　　　　　　　　　前年度比△２８億円の６６３億円を計上

　貸出金および貸出代替資産　　市場性の余資運用貸出を増加させた　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ことから、残高は、４．４兆円の実績　
　　　　　　　

不動産ノンリコースローン　 ３，２６０億円

’０６ 年 度 実 績’０６ 年 度 実 績

（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。
（注２）「銀行勘定＋元本補てん契約のある信託勘定」で記載しております。
（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。
（注２）「銀行勘定＋元本補てん契約のある信託勘定」で記載しております。

<業務粗利益>
（単位：億円）

'０６年度 '０５年度 前年度比

663 691 △ 28 

444

399397398

300

350

400

450

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

貸出代替資産

貸出金

0

21.7
32.638.640.0

0

10

20

30

40

50

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）
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グ ル ー プ 連 携 実 績 ～シ ナ ジ ー 効 果～

　　　不動産業務粗利益 　　　
　　

　　　不動産業務粗利益 　　　
　　

　 証券代行新規受託社数　　
　　

　 証券代行新規受託社数　　
　　

　　　遺言信託受託件数　　　
遺産整理受託件数

　　　遺言信託受託件数　　　
遺産整理受託件数

54%

74%

71%

不動産業務粗利益ベース

　　でのシナジー比率は５割　

　　水準を維持

不動産業務粗利益ベース

　　でのシナジー比率は５割　

　　水準を維持 みずほ銀行との信託代理店　　

　契約締結以降、シナジー比率は

　着実に上昇

みずほ銀行との信託代理店　　

　契約締結以降、シナジー比率は

　着実に上昇

シナジー比率は従来

　　同様高水準を維持

シナジー比率は従来

　　同様高水準を維持

（注）みずほ銀行・みずほコーポレート銀行との連携実績をパーセント表示しております。（シナジー比率）

（217億円）

（188億円）

（30社） （8.9百件）

（3.6百件）

53%
（4.4百件）

（3.9百件）

（125社）

80%

53%

全体　　４０５億円 全体　　１５５社

遺言信託新規受託件数　<12.5百件>

遺産整理新規受託件数　<8.3百件>
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不 良 債 権 処 理

金融再生法開示債権残高金融再生法開示債権残高

（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。
（注２）「銀行勘定＋元本補てん契約のある信託勘定」で記載しております。
（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。
（注２）「銀行勘定＋元本補てん契約のある信託勘定」で記載しております。

開示債権比率開示債権比率

与信関係費用与信関係費用金融再生法開示債権金融再生法開示債権

（単位：億円）（単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権危険債権

要管理債権要管理債権

小計小計

’０６年９月末’０６年９月末 ’０７年３月末’０７年３月末 増減増減

４８４８

３６０３６０

６７１６７１

１，０８１１，０８１

３０５３０５

５１１５１１

６２２６２２

１，４３９１，４３９

２５７２５７

１５１１５１

△４９△４９

３５８３５８

’０６年度’０６年度 ’０５年度’０５年度

与信関係費用　（△）与信関係費用　（△） ２０１２０１ ７８７８

（単位：億円）

（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。
（注２）「銀行勘定＋元本補てん契約のある信託勘定」で記載しております。
（注１）過去計数は再生専門子会社（みずほアセット）分を含みます。
（注２）「銀行勘定＋元本補てん契約のある信託勘定」で記載しております。

14

811

19

0

10

20

30

40

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（百億円）

破産更生債権等債権

危険債権

要管理債権

4.79%

2.85% 2.19%

3.42%

0%

3%

6%

9%

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末
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保 有 株 式 ・ 繰 延 税 金 資 産

政策投資株 式 残 高政 策 投 資 株 式 残 高

（単位：億円）（単位：億円）

取得原価取得原価

時価時価

評価差額評価差額

’０６年３月末’０６年３月末 ’０７年３月末’０７年３月末 増減増減

２，０１８２，０１８

４，２１０４，２１０

２，１９２２，１９２

１，９２７１，９２７

４，１２８４，１２８

２，２０１２，２０１

△９０△９０

△８１△８１

９９

株 式 評 価 差 額株 式 評 価 差 額

（注）保有規制対象の計数で記載しております。（連結ベース）（注）保有規制対象の計数で記載しております。（連結ベース）

（注１）保有規制対象の計数で記載しております。（連結ベース）

（注２）株式残高は評価差額控除後の計数にて記載しております。

（注３） 「TierⅠ」は07年3月末のみバーゼルⅡベースで記載しております。

（注１）保有規制対象の計数で記載しております。（連結ベース）

（注２）株式残高は評価差額控除後の計数にて記載しております。

（注３） 「TierⅠ」は07年3月末のみバーゼルⅡベースで記載しております。

繰延税金資産残高繰延税金資産残高

（注１）みずほ信託銀行単体の計数を記載しております。

（注２） 「TierⅠ」は07年3月末のみバーゼルⅡベースで記載しております。

（注１）みずほ信託銀行単体の計数を記載しております。

（注２） 「TierⅠ」は07年3月末のみバーゼルⅡベースで記載しております。

2,185
2,041

2,018
1,927

53%

59%

77%

67%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

'０４年３月末 '０５年３月末 '０６年３月末 '０7年３月末

(億円)

0%

20%

40%

60%

80%

株式残高（連結）<左軸>

ＴｉｅｒⅠに対する比率<右軸>

188

54

581

892

19.1%

31.7%

1.6%

5.3%
0

250

500

750

1,000

'０４年３月末 '０５年３月末 '０６年３月末 '０7年３月末

(億円)

0%

20%

40%

60%

80%

繰延税金資産の純額<左軸>

ＴｉｅｒⅠに対する比率<右軸>
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資 本 政 策

自己資本比率（連結）自己資本比率（連結）

’０６年度は、財務健全性が向上し、堅調な業績を　　　　

継続したことにより、みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ保有の　　　　

優先株式を３３０億円取得・消却を実施 　　

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

　優先株式転換による普通株式希薄化の可能性を　　 　

　抑制し、資本の質の向上を推進

’０６年度は、財務健全性が向上し、堅調な業績を　　　　

継続したことにより、みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ保有の　　　　

優先株式を３３０億円取得・消却を実施 　　

　　　　　　　　　 　　　　　　　　

　優先株式転換による普通株式希薄化の可能性を　　 　

　抑制し、資本の質の向上を推進

資本政策の考え方および方針資本政策の考え方および方針 当社の発行済優先株式の概要当社の発行済優先株式の概要

（注１）取得比率は修正条項付です。（注１）取得比率は修正条項付です。

（注１）07年3月末のみバーゼルⅡベースで記載しております。（注１）07年3月末のみバーゼルⅡベースで記載しております。

　 ’０７年度も、好調な収益実績を踏まえ、前年度と同　

　様に、 優先株式の取得枠を６００億円設定　（前年度

　比＋２７０億円）

　 ’０７年度も、好調な収益実績を踏まえ、前年度と同　

　様に、 優先株式の取得枠を６００億円設定　（前年度

　比＋２７０億円）

前年度実績

今年度以降

　　　取得後も自己資本比率は高水準を維持　　　取得後も自己資本比率は高水準を維持

今後も、優先株式の取得を積極的に推進今後も、優先株式の取得を積極的に推進

2,831
3,008

3,371
3,598

15.69
14.42

13.19
12.76

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

'04年3月末 '05年3月末 '06年3月末 '07年3月末

（億円）

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

（％）

TierⅠ<左軸>

BIS比率<右軸>

ﾊﾞｰｾﾞﾙⅠﾍﾞｰｽでは
　BIS比率： 14.44%
　ＴｉｅｒⅠ ： 3,643

0

　　　　　ペイアウトレシオ１００％で株主還元　　　　　ペイアウトレシオ１００％で株主還元

名称 第一回第一種優先株式 第二回第三種優先株式 

当初発行日 平成 11 年 3 月 31 日 平成 14 年 3 月 26 日 

現存株数 280,565,372 株 8 億株 

発行残額 1,402 億円 1,200 億円 

株主名及び保有比率 みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 100% みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 100% 

取得比率 

（参考：取得価格） 

6.098 

（約 82 円） 

2.423 

（約 62 円） 

一斉取得日 平成 31 年 2 月 1 日 平成 31 年 2 月 1 日 
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２００７ 年 度 業 務 計 画 と
業 績 予 想
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２００７ 年 度 業 務 計 画

基本 戦 略

１.新たな信託ビジネスの創出
　新商品開発への積極的な取り組みと既開発商品の看板プロダクトへの育成

２．更なるマーケットシェアの拡大　 　　

　グループ「連携」体制からグループ「協働」体制へ

　専門性の更なる発揮によるソリューションの提供

　本店営業各部と各ユニットが一体となった「信託総合ＲＭ体制」の構築

３．顧客評価の徹底的な引き上げ 　

　本店営業各部、ユニット内各部における顧客評価の総点検・自己評価の実施と　　　　　
　　更なる評価向上に向けた施策の実施

　役員室を含めた顧客リレーションの強化

　顧客満足度（CS）・利便性向上の視点に立ったうえでの施策の立案と推進

４．内部管理態勢の更なる向上
　法令等遵守態勢の強化、内部統制の強化

　事務リスク削減

　リスク管理の更なる高度化

５．人材育成 と社会的責任（CSR）への取り組み 　

　安定的な人員の確保と教育体制の構築

　企業としての社会的責任を意識した商品の開発

　全社的な施策（金融教育・環境・地域貢献等）の実施

基 本 方 針

新たな信託
ビジネス創出

更なるマーケット
シェア拡大

顧客評価の
徹底的な引き上げ

人材育成と
ＣＳＲへの取り組み

　内部管理態勢の
　更なる向上
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業務粗利益 1,740億円

（前年度比 ＋2億円）

・グループ総合力を発揮し、専門性の高いソリュー

　 ション提供により、財管部門粗利益の更なる増加　

　 を計画

経費 880億円

（前年度比 ＋3億円）

・一時的要因のシステムコストが剥落するも、新規

　 投資コスト増加等により、前年度比ほぼ横這い

実質業務純益 860億円

（前年度比 △1億円）　

経常利益 800億円

（前年度比 　3億円）

当期純利益 650億円

（前年度比 △38億円）

業務粗利益 1,740億円

（前年度比 ＋2億円）

・グループ総合力を発揮し、専門性の高いソリュー

　 ション提供により、財管部門粗利益の更なる増加　

　 を計画

経費 880億円

（前年度比 ＋3億円）

・一時的要因のシステムコストが剥落するも、新規

　 投資コスト増加等により、前年度比ほぼ横這い

実質業務純益 860億円

（前年度比 △1億円）　

経常利益 800億円

（前年度比 　3億円）

当期純利益 650億円

（前年度比 △38億円）

２００７ 年 度 業 績 予 想 ①　＜全体損益＞

財管部門粗利益推移財管部門粗利益推移

実質業務純益実質業務純益

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

経 費 （△）経 費 （△）

業務粗利益 （信託勘定償却前）業務粗利益 （信託勘定償却前）

（単位：億円）（単位：億円）

１，７００１，７００

９００９００

８００８００

７００７００

４５０４５０

’０６年度
通期予想

’０６年度
通期予想

　　１，７３８

８７７

８６１

７９７

６８８

’　　　０６年度
　実績
’

３６２

１２０　　３

△８３△ １

３３

３７△３８

前年度比前年度比

１，０１０１，０９０ １，０７５　　 ３８１５

与信関係費用与信関係費用 ９０５０ ２０１ １１△１５１

実質業務純益実質業務純益

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

経 費 （△）経 費 （△）

業務粗利益 （信託勘定償却前）業務粗利益 （信託勘定償却前）

（単位：億円）（単位：億円）

１，７００　　１，７４０

９００　８８０

８００８６０

７００８００

４５０６５０

’０６年度
通期予想

’　　　０７年度
　　　通期予想

（計画）

うち財管部門粗利益

971

816

1,075 1,090

600

800

1,000

1,200

'05年3月期 '06年3月期 '07年3月期 '08年3月期

（億円）

0
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２００７ 年 度 業 績 予 想 ②　＜財管部門＞

＜不動産＞　

　　　　　400億円 （前年度比 △５億円）

　　　　・個人ＰＢ不動産及びプロマーケットへの対応強化

　　　　・全部店不動産体制の徹底　　　　　　　　　　　　　　

＜資産金融＞

　　　　160億円 　　　　 （前年度比 ＋10億円）

　　　　・ファンド、ノートレスの一層の拡充　　　　　　　　　　

　　　　・新商品の開発とビジネス化

＜不動産＞　

　　　　　400億円 （前年度比 △５億円）

　　　　・個人ＰＢ不動産及びプロマーケットへの対応強化

　　　　・全部店不動産体制の徹底　　　　　　　　　　　　　　

＜資産金融＞

　　　　160億円 　　　　 （前年度比 ＋10億円）

　　　　・ファンド、ノートレスの一層の拡充　　　　　　　　　　

　　　　・新商品の開発とビジネス化

（単位：億円）（単位：億円）

’０７年度
通期予想
’０７年度
通期予想

’０６年度
実績
’０６年度
実績

前年度比前年度比

財管部門粗利益財管部門粗利益

うち、不動産うち、不動産

うち、年金・資産管理うち、年金・資産管理

うち、資産金融うち、資産金融

１，０９０１，０９０

４００４００

１６０１６０

３９０３９０

１，０７５１，０７５

４０５４０５

１５０１５０

３７９３７９

１５１５

△５△５

１０１０

１１１１

うち、証券代行うち、証券代行 １５０１５０ １６１１６１ △１１△１１

うち、再信託手数料等うち、再信託手数料等 △ １１０△ １１０ △ ９９△ ９９ △１１△１１

＜年金・資産管理＞　

　　　　　　390億円　　　　　（前年度比 ＋11億円）

　　　　　・投信受託拡大に向けた取組み強化　　　　　　　　　

　　　　　・営業力強化と商品ラインナップ拡充　

＜証券代行＞

　　　　　150億円　　　　　（前年度比 △11億円）

　　　　・連携推進による既受託先防衛・ＩＰＯ推進　　　　　　

　　　　　・株券ペーパーレス化を見据えた体制整備　

＜年金・資産管理＞　

　　　　　　390億円　　　　　（前年度比 ＋11億円）

　　　　　・投信受託拡大に向けた取組み強化　　　　　　　　　

　　　　　・営業力強化と商品ラインナップ拡充　

＜証券代行＞

　　　　　150億円　　　　　（前年度比 △11億円）

　　　　・連携推進による既受託先防衛・ＩＰＯ推進　　　　　　

　　　　　・株券ペーパーレス化を見据えた体制整備　
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２００７ 年 度 業 績 予 想 ③　＜財管主要商品＞

遺言信託受託件数遺言信託受託件数証券代行受託社数（除く外国株式）証券代行受託社数（除く外国株式）

不動産流動化受託残高不動産流動化受託残高 一括支払信託（Noteless）残高一括支払信託（Noteless）残高

（計画）

1,116

1,300
1,164

0

500

1,000

1,500

'06年3月末 '07年3月末 '08年3月末

（社）

170
153

114

0

60

120

180

'06年3月末 '07年3月末 '08年3月末

（百億円）

556
421 478

0

200

400

600

'06年3月末 '07年3月末 '08年3月末

（百億円）

115
120

130

50

100

150

'06年3月末 '07年3月末 '08年3月末

（百件）

（計画）

（計画）

（計画）

0
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そ の 他 計 数 資 料
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損 益 状 況 Ⅰ
【単体】

（百万円）

2007年3月期 2006年3月期 増減

業務粗利益 173,869 163,830 10,039 

（信託勘定償却前業務粗利益） （ 173,869 ） （ 165,231 ） （ 8,638 ）

国内業務粗利益 172,481 167,038 5,442 

資金利益 50,506 46,122 4,384 

信託報酬 66,134 77,948 △ 11,813 

うち、信託勘定与信関係費用 （△） -                  1,401 △ 1,401 

役務取引等利益 48,671 42,621 6,049 

特定取引利益 3,232 △ 1,037 4,270 

その他業務利益 3,935 1,383 2,552 

国際業務粗利益 1,388 △ 3,208 4,596 

資金利益 1,685 △ 1,498 3,184 

役務取引等利益 △ 61 △ 100 38 

特定取引利益 △ 2,346 2,039 △ 4,385 

その他業務利益 2,110 △ 3,649 5,759 

経費 （△） 87,755 77,599 10,155 

人件費 29,262 28,594 668 

物件費 55,531 45,881 9,650 

税金 2,961 3,124 △ 162 

実質業務純益 86,114 87,631 △ 1,517 

一般貸倒引当金純繰入額 （△） △ 3,156 -                  △ 3,156 

業務純益 89,270 86,230 3,040 
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損 益 状 況 Ⅱ

【単体】
（百万円）

2007年3月期 2006年3月期 増減

実質業務純益 86,114 87,631 △ 1,517 

業務純益 89,270 86,230 3,040 

臨時損益 △ 9,473 △ 19,036 9,563 

株式等損益 18,778 6,224 12,553 

銀行勘定与信関係費用 （△） 23,661 15,518 8,142 

その他 △ 4,589 △ 9,742 5,152 

経常利益 79,797 67,193 12,603 

特別損益 789 △ 14,905 15,694 

うち、減損損失 △ 21 △ 2,129 2,108 

うち、固定資産処分損益 △ 517 443 △ 961 

うち、ソフトウェア関連損失 0 △ 18,811 18,811 

うち、償却債権取立益 987 1,085 △ 98 

うち、引当金戻入額等 340 5,058 △ 4,718 

税引前当期純利益 80,586 52,288 28,298 

法人税・住民税及び事業税 （△） 25 39 △ 13 

法人税等調整額 （△） 11,743 21,222 △ 9,478 

当期純利益 68,817 31,027 37,790 

与信関係費用（△） 20,164 11,860 8,304 

経常収益 241,564 223,289 18,275 
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貸 借 対 照 表

【単体】
（億円） （億円）

2007年3月末 2006年3月末 増減 2007年3月末 2006年3月末 増減

現金預け金 2,258 2,933 △ 674 預金 28,218 24,926 3,292 

コールローン 600 700 △ 100 譲渡性預金 6,118 5,828 290 

買入手形 - 623 △ 623 コールマネー 5,974 6,615 △ 640 

買入金銭債権 2,650 2,514 136 債券貸借取引受入担保金 4,939 1,698 3,241 

特定取引資産 261 417 △ 155 売渡手形 - 3,996 △ 3,996 

有価証券 17,195 17,150 44 特定取引負債 250 454 △ 203 

うち、国債 8,425 9,002 △ 577 借用金 2,579 370 2,208 

うち、株式 4,254 4,391 △ 136 外国為替 0 0 0 

貸出金 40,262 35,326 4,935 社債 1,522 1,615 △ 93 

外国為替 3 42 △ 39 信託勘定借 9,964 11,240 △ 1,276 

その他資産 1,929 1,938 △ 8 その他負債 488 379 108 

有形固定資産 327 - 327 賞与引当金 15 13 1 

無形固定資産 172 - 172 退職給付引当金 103 100 3 

動産不動産 - 409 △ 409 役員退職慰労引当金 3 - 3 

繰延税金資産 188 54 133 信託偶発損失引当金 116 120 △ 3 

支払承諾見返 484 611 △ 127 支払承諾 484 611 △ 127 

貸倒引当金 △ 469 △ 305 △ 164 負債の部合計 60,780 57,970 2,809 

投資損失引当金 　　　　 　 　△ 0 - 　　　　 　 　△ 0 資本金 2,472 - 2,472 

資産の部合計 65,864 62,417 3,446 資本剰余金 153 - 153 

利益剰余金 1,032 - 1,032 

自己株式 △ 1 - △ 1 

株主資本合計 3,657 - 3,657 

その他有価証券評価差額金 1,418 - 1,418 

繰延ヘッジ損益 7 - 7 

評価・換算差額等合計 1,425 - 1,425 

純資産の部合計 5,083 - 5,083 

資本金 - 2,472 △ 2,472 

資本剰余金 - 153 △ 153 

利益剰余金 - 756 △ 756 

株式等評価差額金 - 1,065 △ 1,065 

自己株式 - 　　　　 　 　△ 0 0 

資本の部合計 - 4,447 △ 4,447 

負債及び純資産（資本）の部合計 65,864 62,417 3,446 
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信 託 財 産 残 高 表

（億円） （億円）

2007年3月末 2006年3月末 増減 2007年3月末 2006年3月末 増減

貸出金 22,954 10,028 12,925 金銭信託 210,787 184,294 26,492 

有価証券 104,701 81,287 23,413 年金信託 37,670 39,647 △ 1,977 

信託受益権 290,086 280,790 9,296 財産形成給付信託 59 62 △ 2 

受託有価証券 7,383 8,438 △ 1,054 貸付信託 1,734 3,430 △ 1,696 

貸付有価証券 - 600 △ 600 投資信託 70,683 68,527 2,156 

金銭債権 64,960 59,016 5,943 金銭信託以外の金銭の信託 31,279 18,917 12,361 

有形固定資産 49,600 43,323 6,276 有価証券の信託 57,068 56,822 246 

無形固定資産 1,281 - 1,281 金銭債権の信託 64,108 59,330 4,777 

地上権 - 91 △ 91 動産の信託 11 15 △ 3 

不動産の賃借権 - 1,117 △ 1,117 土地及びその定着物の信託 4,598 4,728 △ 129 

その他債権 7,478 14,529 △ 7,051 包括信託 85,303 79,286 6,017 

コールローン 246 274 △ 27 その他の信託 30 29 1 

銀行勘定貸 9,964 11,240 △ 1,276 負債合計 563,336 515,092 48,243 

現金預け金 4,677 4,352 325 

資産合計 563,336 515,092 48,243 
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元 本 補 て ん 契 約 の あ る 信 託

金銭信託 （億円）

2007年3月末 2006年3月末 増減

貸出金 528 983 △ 455 

有価証券 942 873 69 

その他 8,414 8,239 175 

資産合計 9,885 10,096 △ 210 

元本 9,879 10,089 △ 210 

債権償却準備金 1 3 △ 1 

その他 5 3 1 

負債合計 9,885 10,096 △ 210 

貸付信託 （億円）

2007年3月末 2006年3月末 増減

貸出金 0 - 0 

有価証券 0 - 0 

その他 1,737 3,444 △ 1,706 

資産合計 1,737 3,444 △ 1,706 

元本 1,720 3,406 △ 1,685 

特別留保金 11 29 △ 18 

その他 5 8 △ 3 

負債合計 1,737 3,444 △ 1,706 
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利 鞘

【単体】　＜過去計数： 再生専門子会社（みずほアセット）分を含む＞

３勘定（全店） （％）

2007年3月期 2006年3月期 増減

資金運用利回 （Ａ） 1.46 1.35 0.11 

貸出金利回 （Ｂ） 1.54 1.58 △ 0.04 

有価証券利回 1.55 1.12 0.43 

資金調達利回 （Ｃ） 0.48 0.42 0.06 

預金等利回 （Ｄ） 0.33 0.16 0.16 

資金粗利鞘 （Ａ）－（Ｃ） 0.97 0.93 0.04 

預貸金粗利鞘 （Ｂ）－（Ｄ） 1.21 1.41 △ 0.20 

※ 銀行勘定＋元本補てん契約のある信託

銀行勘定（全店） （％）

2007年3月期 2006年3月期 増減

資金運用利回 （Ａ） 1.47 1.33 0.14 

貸出金利回 （Ｂ） 1.54 1.56 △ 0.02 

有価証券利回 1.51 1.09 0.41 

資金調達利回 （Ｃ） 0.56 0.51 0.04 

預金等利回 （Ｄ） 0.37 0.20 0.17 

資金粗利鞘 （Ａ）－（Ｃ） 0.91 0.81 0.09 

預貸金粗利鞘 （Ｂ）－（Ｄ） 1.16 1.36 △ 0.19 
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資 金 運 用 ・ 調 達 勘 定 平 均 残 高 、 利 回

【単体】 （銀行勘定） ＜過去計数： 再生専門子会社（みずほアセット）分を含む＞
（百万円、％）

全店 2007年3月期 2006年3月期 増減

平均残高 利回 平均残高 利回 平均残高 利回

資金運用勘定 5,633,658 1.47 5,516,820 1.33 116,837 0.14 

うち、貸出金 3,620,773 1.54 3,382,131 1.56 238,642 △ 0.02 

うち、有価証券 1,567,166 1.51 1,735,960 1.09 △ 168,793 0.41 

資金調達勘定 5,545,086 0.56 5,420,559 0.51 124,527 0.04 

うち、預金 2,712,367 0.38 2,365,605 0.24 346,762 0.14 

うち、譲渡性預金 527,193 0.32 569,669 0.05 △ 42,475 0.26 

うち、コールマネー 674,691 0.43 655,736 0.13 18,955 0.30 

うち、売渡手形 56,238 0.02 208,872 0.00 △ 152,633 0.01 

うち、コマーシャルペーパー － － － － － －

うち、借用金 87,160 1.16 69,216 1.40 17,944 △ 0.23 

（百万円、％）

国内業務部門 2007年3月期 2006年3月期 増減

平均残高 利回 平均残高 利回 平均残高 利回

資金運用勘定 5,457,042 1.35 5,178,221 1.24 278,820 0.10 

うち、貸出金 3,602,844 1.52 3,347,867 1.56 254,976 △ 0.03 

うち、有価証券 1,312,760 1.13 1,375,509 0.77 △ 62,749 0.35 

資金調達勘定 5,364,041 0.43 5,077,888 0.33 286,152 0.09 

うち、預金 2,695,352 0.37 2,351,546 0.23 343,806 0.13 

うち、譲渡性預金 527,193 0.32 569,669 0.05 △ 42,475 0.26 

うち、コールマネー 654,560 0.29 635,978 0.01 18,581 0.27 

うち、売渡手形 56,238 0.02 208,872 0.00 △ 152,633 0.01 

うち、コマーシャルペーパー － － － － － －

うち、借用金 76,717 0.86 2,993 1.84 73,723 △ 0.98 



29

有 価 証 券 残 存 期 間 別 残 高 （満期期間があるもの）

【単体】
（百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 合計

2007年3月末 54,592 463,735 428,445 266,052 1,212,826 

2006年3月末 240,177 383,360 303,022 309,657 1,236,217 

2007年3月末 48,403 383,889 284,526 266,052 982,872 

2006年3月末 227,601 297,798 216,686 309,657 1,051,744 

2007年3月末 3 317,401 266,374 258,723 842,502 

2006年3月末 199,926 198,327 192,371 309,657 900,282 

2007年3月末 1,541 6,606 3,569 － 11,717 

2006年3月末 418 8,339 4,300 － 13,058 

2007年3月末 46,858 59,882 14,582 7,328 128,651 

2006年3月末 27,257 91,131 20,014 － 138,403 

2007年3月末 6,189 79,846 143,918 － 229,954 

2006年3月末 12,576 85,561 86,335 － 184,473 

社債

その他

その他有価証券

債券

国債

地方債
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リ ス ク 管 理 債 権 ・ 金 融 再 生 法 開 示 債 権 （業種別）

【単体】
（百万円）

リスク管理債権 金融再生法開示債権 リスク管理債権 金融再生法開示債権

製造業 2,087 2,821 4,505 5,244 

農業 － － － －

林業 － － － －

漁業 － － － －

鉱業 － － － －

建設業 1,218 1,218 850 850 

電気・ガス・熱供給業・水道業 － － － －

情報通信業 － － － －

運輸業 44,787 44,787 49,345 49,345 

卸・小売業 1,469 1,469 683 683 

金融・保険業 34,748 34,748 － －

不動産業 8,054 8,054 11,334 11,334 

各種サービス 8,280 8,280 8,144 8,144 

地方公共団体 3,933 31,496 － －

政府等 － － － －

その他 10,923 11,071 6,644 6,645 

合計 115,502 143,947 81,508 82,248 

※ 銀行勘定＋元本補てん契約のある信託

2007年3月末 2006年3月末



31

保 全 率

【単体】
（百万円）

増減

担保・保証 引当金 担保・保証 引当金

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 30,556 30,556 18,797 11,759 100.0% 3,580 3,580 3,116 463 100.0% -

銀行勘定 30,556 30,556 18,797 11,759 100.0% 3,580 3,580 3,116 463 100.0% -

信託勘定 - - - - - - - - -

危険債権 51,190 40,377 16,485 23,891 78.8% 10,346 9,084 5,039 4,044 87.7% -8.9%

銀行勘定 43,481 32,668 8,777 23,891 75.1% 10,346 9,084 5,039 4,044 87.7% -12.6%

信託勘定 7,708 7,708 7,708 100.0% - - - - -

要管理債権 62,200 44,485 33,067 11,417 71.5% 68,321 49,168 36,068 13,100 71.9% -0.4%

銀行勘定 62,079 44,363 32,945 11,417 71.4% 68,282 49,168 36,068 13,100 72.0% -0.5%

信託勘定 121 121 121 100.0% 39 - - - 100.0%

合計 143,947 115,418 68,350 47,068 80.1% 82,248 61,833 44,225 17,608 75.1% 5.0%

銀行勘定 136,117 107,588 60,520 47,068 79.0% 82,208 61,833 44,225 17,608 75.2% 3.8%

信託勘定 7,829 7,829 7,829 100.0% 39 - - - 100.0%

※ 信託勘定： 元本補てん契約のある信託

残高 保全額 保全率

2007年3月末

保全率

2006年3月末

残高 保全額 保全率
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本資料の各業務の計数については、社内管理計数にて記載されております。また

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の

業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、

経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。

本資料の各業務の計数については、社内管理計数にて記載されております。また

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の

業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、

経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


